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OSSライセンス コンサルティング　で

4. 活動支援アド
バイス・サービス

5. 製品個別・対策
支援アドバイス・
サービス

御社のコンプライアンス強化された組織作りをご支援します。

推進活動のコンサル

特定製品のコンサル

1. OSSライセンスと著作権法 講義

2. OSS利用ガイドライン作成支援

3. 開発管理プロセス改善支援

推進者を選定(1.の後でも可)

Black Duck

OSS非流用を確認

理解レベルのコンサル

ケーススタディでのコンサル

開発プロセスレベルのコンサル

コンプライアンス強化された組織

※取り急ぎ,製品対応なら
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サービスの概要
♦コンプライアンスの強化された組織を目指す推進者様向けに

サービスをご用意しましたが、部分的に利用も可能です。
♦体制作りより、現在の製品での対応でお困りの方向けに

製品個別・対策支援サービスをご用意しております。
♦まずは、OSSライセンスと著作権法 講義の受講からお勧めします。

不適切な理解のままでは、対応策を適切にご理解いただけないので。
♦講義を聴いたけれども、具体的な対応をイメージできない方に、

具体的に頒布される商品に、いくつかのOSSを入れ込んでいる場合で
各OSSのOSSライセンスをどのように理解して対応すればよいか
ケーススタディで理解の仕方のガイドラインを示す
OSS利用ガイドライン作成支援サービスをご用意しております。

♦対応状況をクリア状況報告書などで確認する体制作りに
開発管理プロセスを改善する支援サービスをご用意しております。

♦バックサポート的な活動支援アドバイス・サービスもございます。
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有償の講義をご検討いただくために、抜粋の無償セミナーもご用意
購入をご検討いただけるキーマン向けに無償セミナーを実施可能です

https://jpn.nec.com/oss/osslc/free_leaflet.pdf

動機付け 現状理解 施策方針 運用

無償セミナーで
OSSライセン

ス・コンプライ
アンスの

意識の向上

有償の講義で
OSSライセンス
の理解力を醸成

OSS検出ツール
で流用状況を把

握

製品での具体的
なOSSをケース
スタディに、正
しい解釈の仕方
をガイドライン
として作成する
支援サービス

ガイドラインに沿った
解釈の確認のため、
開発/品質管理プロセ
スにチェックポイント
(OSS検出ツールの利用を含む)を

組み込む

OSSライセンス・コンプライアンスの強化

運用に向けて当初から品質保証部門、法務・知財部門の参加が望ましい

ステップ
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活動支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｽサービス

単純に「これさえやれば大丈夫」というものは無い、と考えています

♦ 開発と並行してご支援し、一年後に「コンプライアンス強化された組織」を目指します。

■推進者向け有償の講義受講後、推進者でガイドラインを作成、
新帳票を導入するプロセス改善を順次実施します。

■活動支援アドバイスサービスで、後に検出されたOSSの改善を進めます。
コンサル
活用例

201x年 201y年
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

開発
スケジュール

有償の講義×3回

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成推進者教育

開発者教育①

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成支援

ガイドライン改善

NEC 開発管理ﾌﾟﾛｾｽ改善支援

ﾌﾟﾛｾｽ改善・新帳票

開発者教育② 開発
開始

通常の組込みソフト開発者など
著作権を調べたことが無い方は、
3回聞くと「分った」となる傾向

しかし、自分で文書を作成してみ
ると、ネット上の世迷いごとに侵
されている自分に気づきます。

これらのコンサルを受ける中で、
実製品で利用する特定OSSとそのライセンス

の詳細を調査分析することにより、
何に気をつけなければならないか、

本当に理解できるようになると考えています。
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どのような企業様が気にされているか
♦組込みソフトウェアを扱う企業

■ケータイ/スマホ製造メーカ、車載器メーカ、Androidアプリ開発、
その他製造業：医療機器、エレベータ、板金加工工作機械、etc.
● 特に訴訟事例が多い米国でコンシューマ製品を販売している企業

■上記メーカに開発プログラムを納める企業：チップメーカなど
● デバイスと共に納めるデバイスドライバを含む

♦パッケージソフトウェア・メーカ
■(ただし、SIのツールとだけ存在すると露見されにくい)

♦SIer
■(通常は、「頒布」されないので対象外)
一部でも頒布(ダウンロードを含む)する部分は対象。

■AGPLのOSS(MongoDB, iText, Jasper/iReport, Funambol, etc.)を改変し、
Webサービスなどでネットユーザに利用させるシステムの場合は要注意。

■納品先に著作権譲渡する場合は、譲渡できない他人の著作物の明示が必要
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どのような部門で対処されているか
♦ソフト開発部門

■ソフト製品/ソフトを含むハード製品が出荷停止になっては困る製品部門

♦ソフト開発の間接部門
■開発(品質)管理プロセスを規定し運用する部門
■開発管理ツールを整備する部門
■ソフトウェアの生産革新部門

♦ 知財部門
■ 特許権とともに著作権を扱う部門

♦ 法務部門
■ 著作権侵害であるOSSライセンス違反のクレームの対処を担う部門

♦資材部門
■ 発注先からの開発ソフトウェアを受け入れ検査する部門

など
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♦ NEC OSS推進センター所属・姉崎章博
♦汎用機ACOSの通信管理、OSIの標準化、実装に関わる 
♦ IA-64 Linuxの実装、Linuxの普及に関わる

■ 「IA-64 Linux on 16-WayサーバAzusA」Linux Conference 2000 Fall

♦ OSSライセンスの解説に取り組む2006～
■ NECグループ内へ累計 100回以上、3千名以上へ集合教育(Web教育を除く)

♦ 2008年 OSSライセンスのコンサルをビジネスに
OSIの記事、IPA/SOFTICの報告書、コミュニティの講演や大学教授の論文さえ、
著作権に基づく、GPLなどのライセンスをそのように扱っていないことに疑問

♦ 著作権情報センター(CRIC)第9回著作権・著作隣接権 論文佳作入選
「OSSライセンスとは～著作権法///を権原とした解釈」(2013年)

https://osslicense-ane.com/paper/cric-paper/
♦『オープンソースの教科書』
第7章 オープンソースとライセンス の原文執筆(2021年)

https://c-r.com/book/detail/1416
♦『OSSライセンスを正しく理解するための本』(2021年)

https://c-r.com/book/detail/1425 
初版の訂正情報： https://www.c-r.com/reader/reader_errata_win.html?id=g_363-8.htm 

コンサルタント

:100社程に有償対応

https://osslicense-ane.com/paper/cric-paper/
https://c-r.com/book/detail/1416
https://c-r.com/book/detail/1425
https://www.c-r.com/reader/reader_errata_win.html?id=g_363-8.htm
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製品部門

OSSの正のスパイラルに乗って共に成功の道へ

有償の講義受講して
正しい知識を習得ツールを活用して

的確な確認を実施

コンサルを利用して
適切な対応を選択

OSSへの還元が増える

OSS活用が進む

OSSが高機能になる

OSS活用のコスト
メリットが増大する



1. OSSライセンスと著作権法 講義 11

2. OSS利用ガイドライン作成支援 17

3. 開発管理プロセス改善支援 29

4. 活動支援アドバイス・サービス 35

5. 製品個別・対策支援アドバイス・サービス 39

詳細説明



1. OSSライセンスと著作権法 講義

不適切な理解を正し、対応策を適切にご理解いただくために。
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講義の基本スタンス:GPL等違反は他人の著作権を侵害する犯罪

テ
レ
ビ
局

視
聴
者

動
画
サ
イ
ト
　

放送(映像) upload(映像) 再
頒
布

著作権侵害！

OSSも、著作権法で保護されているプログラムなので、そのままでは

O
SS

開
発
者

御
社

download(OSS) 製品出荷(OSS) 再
頒
布

著作権侵害！

これを許諾する条件がOSSライセンス条文です

OK

OK

→ Pkgソフトのソフトウェア・ライセンスとは、許諾する行為が違うという認識

放送(映像)のケース
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OSSライセンスと著作権法 講義　の構成

第1章 OSSは一般に他人の著作物

第2章 著作権について

第3章 OSSライセンス違反とは
 

第4章 OSSライセンスの概略 

第5章 GPL感染/伝播などの都市伝説について

第6章 基本的な対策例

補遺　 GPLv3について

補遺2 体制例・他

著作物・著作権が
どういうものか

理解いただいてから、

著作権行使の
ライセンス

として見ると、
何が記述されている

のか理解できる

許諾

1回20名まで50万円 (10名まで40万円, 5名まで30万円 も可)

オンラインにて講義します。
● 全6時間(1-2章,3-4章,5-6章,各2時間,3日間), 約200ページのテキスト

各日、10:00-12:00, 13:00-15:00, 15:00-17:00の枠からお選びください。
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正しく、現状把握するためにも有償の講義をお勧めします

♦世界中で「GPLは契約」という誤解がはびこっています。

♦GPLを含む製品を出荷したことより義務が発生したと考え、

　粛々と義務を履行しようとソースを準備していては手遅れです。

♦GPLを含む製品のソース開示の対象は、

　すべてのプログラムというわけではありません。

♦GPLが波及や感染するわけではありません。

　ソース開示対象になる道理を正しく理解しましょう。

 はびこる世迷い言に惑わされないように、

有償講義で学び直しましょう。
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どういう人が理解しておくべきか
♦製品企画者

■どのレベル(タイプ)までのライセンスを利用可能な製品か
■GPLを開発現場(プログラム構造の工夫)だけで回避できるものではありません
■『使用』でしかないWebサービスでも、横展開したら『利用』です
■組込み製品の開発でもお客様の代行(一点もの)の開発なら『使用』です
■ つまり、同じ製品でも、ビジネスモデルで著作権侵害か否かが変わります

♦開発者 - が知っておいた方がよいこと
■無料で『使用』できても、無断で『利用』することは著作権侵害です
■GPLプログラムをラッパーとスタブでプロセス分離しても回避できません
■機能の組合せと共にライセンスの組合せを設計(確認)しなければ、
生産・頒布できない製品開発をしてしまうことになります

♦知財・法務 - 知っておいてほしいこと
■著作権は産業財産権ではありません
■特許と同じように考えては対応を誤ります
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受講されたお客様の声
お客様 受講された感想

ソフトウェアメーカ様 ●書籍やウェブサイトなどの情報ではわからなかった項目も理解できた。
●理解があやふやだった著作権についての説明は分かりやすかった。
「GPLの伝播性」という言葉の疑問が、今回の説明でクリアになった。

●非常に役立つ情報ばかりで予想以上に勉強になりました。
●法務部が今回の講師の方にコンサルトを受けられるとよいと感じた。
● OSSの歴史的背景から説明がスタートし理解しやすかった。
●事前に資料を確認することもなしに知りたかった知識が付いていました。
●全体的に、事例を踏まえた分かり易い解説だったと思います。
●各コミュニティーの思想的な背景も含めた説明は大変分かりやすかった。

半導体メーカ様 目から鱗でした。

情報通信機器メーカ様 参加者はエンジニアが多く、役立ったとの声が多数でした。

精密機器メーカ様 理解度の高いヒトや意識の高いヒトには非常に有意義だった。
今後は、以下のように社内展開する。
●入門編：対象は「初心者」で自社で教育を構築予定。
●基礎編：対象は「開発者」で集合研修(NEC教育)を実施。

計測機器メーカ様 ● 以前調べる時はGPLの解釈により違反である判断が難しいと感じたが、
今回明確になって分かりやすかった。

● あまり関係ないかと思っていたが、OSに関係なく重要なんだと思いました。



2. OSS利用ガイドライン作成支援

ケーススタディで理解の仕方のガイドラインを示します。
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ケーススタディでOSSライセンスの理解の仕方のガイドライン

その製品は、複製権を行使する販売ですか？

複製権を行使するのは自社ですか納品先ですか？

製品を構成するプログラムはどのようなプロセス構成ですか？

どのプロセスにOSSを含みますか？

そのOSSはGPLかLGPLですか?

そのOSSはどこから入手しましたか？

その開発コミュニティのスタンスはセンシティブですか？

そもそも著作権侵害したプログラムを利用していませんか？

そのような内容を調査・確認したレポートを作成し、

OSSライセンスの正しい理解のガイドラインとしての

作成(を支援)します
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多くの企業が 「OSS利用ガイドライン」策定を目指しますが
♦  「全社ガイドライン」レベルでは、開発現場で役に立たないかもしれません

♦開発現場で必要なのは
■具体的な製品形態に合わせた
■具体的なOSSの利用方法での
■該当OSSライセンス条文の
■その根拠に基づいた

➢具体的に利用しているOSSの調査には、以下のようなケースがあります
●ヒアリングのみで十分のケース
●既存製品のソースコードをOSS検出ツールに掛けて洗い出すケース

OSSライセンス概要紹介
全社方針(ポリシー)

OSSライセンス概要紹介
全社方針(ポリシー)
具体的な利用方法での詳細な解説
対策例の提示

？
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安易なGPL回避手段のガイドラインは、GPL違反を助長します

♦LinuxのGPLをLGPLのglibcで遮断

するわけではない

♦プロセスを分ければGPL伝播回避

できるわけではない

こんな理解不足の回避手段を勧めるガイドライン

では、GPL違反を助長するだけです

LinuxのGPL

AP そもそも、
LinuxのGPL
が伝播するよ
うな事象は
起きない

LGPLのglibc
AP　　　

GPLライブラリ

AP
スタブ GPLライブラリ

ラッパー

ソース開示？
プロセス分け
ても、一つの
プログラムで

しかない

要ソース開示
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製品レベル・コンサル：OSS利用ガイドライン作成支援サービス
♦「OSSライセンスと著作権法 講義」を受講済みの推進者様(基本1名)
♦主に3つの部分からなるガイドラインの雛形をご提供します。30数ページ

■どういう出荷の仕方で、どういうスタンスのコミュニティの、どのOSSを利
用するか、で対応の仕方は異なります。
それを考慮した上で、OSSライセンス条文のどの条件に、どのように対応す
るのかを詳細に分析し、OSSライセンスをどのように解釈すべきか、Ⅱ.の
部分で示します。

■従って、具体的なビジネス(出荷・頒布の 形式)が同じ単位、つまり、
事業部単位や製品グループ単位でのガイドライン作成が望ましい。

♦ 2ヶ月間、適時お問い合わせ対応(イメージとして、8H*3日の24H/月程度の対応)
➢230万円/ガイドライン　(準委任契約)

Ⅰ. 一般的なガイドライン：基本方針(ポリシー)とライセンスの概要
+

Ⅱ. 詳細解説：製品の頒布の仕方に合わせてライセンス条文を詳細に分析
+

Ⅲ. 参考情報：ソースの開示方法の具体的な手順例とその注意事項など
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ガイドラインの雛形「Ⅰ. 一般的なガイドライン」部分

♦ 背景と、「OSSライセンスの条件を満たして、製品出荷すること」をOSS活用ポリ
シーとして明記します

♦ 講義テキストに記載されたOSSライセンスの4つのタイプを概説します

1. 基本方針

　1.1 策定の目的

　1.2 背景

　1.3 OSS活用ポリシー

2. OSSライセンスの概要

　2.1 OSSライセンスの種類

　　2.1.1 BSDタイプ

　　2.1.2 MPLタイプ

　　2.1.3 LGPLタイプ

　　2.1.4 GPLタイプ

　2.2 OSSライセンスを4つに分類するフローチャート
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ガイドラインの雛形「Ⅲ. 参考情報」部分

♦ソースの用意の選択肢や注意事項などを記載しています。

♦ 選択肢の中から選択・統一して記載するか、選択肢のまま製品毎で選択させ
る手順書としてご利用になれます。

4. 作業手順

 4.1 ソース開示
  4.1.1 開示するソースを用意する
  4.1.2 開示方法を選択する
  4.1.3 開示する

 4.2 リバースエンジニアリングの許可
  4.2.1 ソフトウェアの使用許諾書に例外条項を追加する

 4.3 ドキュメント記載
  4.3.1 ドキュメントにライセンス条文を掲載
  4.3.2 加えて、謝辞を掲載
  4.3.3 広告媒体に謝辞を掲載

5. 参考資料
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ガイドラインの雛形「Ⅱ. 詳細解説」部分(1/3)

♦ ITRONなどのRTOS(Real-time operating system)からLinuxへ移行するケースが多く、
その際のOS構造の違いによる著作物の扱いの違いを紹介します。

♦ここでは、Eclipse RCPを利用したアプリケーションを開発した事例として、
そのOSSライセンスEPLの注意点などを分析し記載しています。
実際には、お客様がご利用中(予定)のOSSとそのライセンスを調査・分析した
結果を記載します。

3. 利用OSSとライセンスの詳細解説

 3.1 RTOSからLinuxへ移行する際の基礎知識
  3.1.1 デバイスドライバの対処
  3.1.2 アプリケーションの対処

 3.2 Eclipse RCPのライセンスの詳細解説
  3.2.1 EPLの基本
  3.2.2 Eclipse Foundationプロジェクト外のプログラム

♦ 特定製品毎に新規に作成部分です。

♦ 参考として、下記の内容を最初の雛形として提供します。
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ガイドラインの雛形「Ⅱ. 詳細解説」部分(2/3)
♦本サービスでは、以下の手順で「Ⅱ. 詳細解説」部分を作成します。

本サービス
ご利用前

御社 コンサルタント

OSS検出ツールまたは人手により、
既存物件で利用しているのOSSとそ
のライセンスを把握

本サービス
利用開始

利用OSSの中で、ライセンスに関
する疑問・ご質問

ガイドライン雛形の提供

本サービス
利用
一ヶ月目

本サービス
利用
二ヶ月目

疑問・質問に答えるⅡ.詳細解説を
執筆、ドラフト提出

ドラフトレビュー
追加の疑問・ご質問

最終版の提供
(もし、あれば)社内説明会 (もし、あれば)同席(質問対応)
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ガイドラインの雛形「Ⅱ. 詳細解説」部分(3/3)
♦「Ⅱ. 詳細解説」に執筆する疑問・ご質問の例

■講義で「GPLは伝播も感染もしない」と説明があったが、ネットなどで、
そう言われていることと,どういう意味の違いがあるのか?

■JavaScriptはWebサイトから頒布される形になるが、GPLの場合、ソース開
示はどうすれば良い？

■LGPLのOSS xを利用している製品にソフトウェアの使用許諾書は無い。リ
バースエンジニアリングの許諾のために文書を作成する必要があるのか？

■ etc.

Ⅰ. 一般的なガイドライン 

Ⅱ. 詳細解説
・GPLの伝播について
・JavaScriptのソース開示
・OSS xのリバースエンジニア

リングの許諾の仕方

Ⅲ.参考情報

Ⅰ. 一般的なガイドライン 

Ⅱ. 詳細解説(見本 )
Ⅲ.参考情報

サービス開始時の雛形

サービス開始一ヶ月後のドラフト
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具体的なOSSのライセンス条件の詳細は、ガイドラインで個別に解説

RTOSからLinuxへの移行の際など、
一般的な注意事項の作成もご支援します。

具体的な製品での
具体的なOSSについて、
そのライセンスの対応を検討し記述します。
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「OSS利用ガイドライン作成支援」サービスご利用のお客様の声

お客様様 声

金属機械メーカ推進者様 こちらの望む内容に近づくように打ち合わせと、
資料の添削を何度も行っていただきました。
こちらがどう質問していいか分からない点なども
ありましたが、理解を深める努力をしていただき
ました。

自動車部品メーカ推進者
様

担当者様の知識範囲/レベルが非常に高く、
当社側のあらゆるご相談事項に対して、
技術/法的な両面をバランスよく加味した、
技術者に分かりやすい言葉/資料で、
大変適切なご指導を頂けたと考えております。

オリンパス グループ様 OSS利用ガイドラインは
全社規程のリファレンスに位置づけました。
※詳細は下記参照。
https://jpn.nec.com/oss/osslc/Olympus/caseOlympus.html

https://jpn.nec.com/oss/osslc/Olympus/caseOlympus.html


3. 開発管理プロセス改善支援

正しい理解で対応しているか確認する体制作りに。
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プロセスレベル・コンサル：開発管理プロセス改善支援サービス

♦ 対象：有償講義を受講済みコアメンバ(ガイドラインを作成された推進者の方がメイン)

♦ OSSライセンスを適切に解釈し対応しているか確認するために、既存のソフ
トウェア開発管理プロセスへのチェックポイント組込み等をご支援します

■2～6ヶ月間、適時お問い合わせ対応(イメージとして、8H*3日の24H/月程度の対応)

■新規帳票として、以下をご用意しております
– 11のチェック項目を挙げた問診票の雛形(Excel)

– 出荷前の(OSSライセンス・コンプライアンス)クリア状況報告書の雛形
(Excel)

➢280万円から個別見積もり/プロセス　(準委任契約)

御社の現状に合わせて、開
発者に無駄な負担が増えな
いよう最適化への議論をさ
せていただきます。

提案への質疑・議論
御社の既存の管理帳票に
ついて、追加すべき項
目、帳票自身の追加のご
提案をいたします。

帳票の改善提案
御社の既存のソフト開発
管理プロセスの概要と各
フェーズでの帳票をご説
明いただきます。

既存プロセスの把握

改善手順例
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問診票　と　クリア状況報告書
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コンプライアンス活動での各帳票の利用例
♦ タイプ分けになれていない

開発者は、問診票を使って、
タイプ分けを認識した上で、
条件を満たしているか確認
する。

♦ モジュール責任者は、各
開発者の状況を把握し、
条件を満たしていることを
クリア状況報告書(拠点用)
に記載する。

♦ 製品責任者は、各拠点開
発モジュールのクリア状
況報告書をまとめ、クリ
ア状況報告書(製品用)に
記載する。

問診票

問診票

問診票

クリア状況
報告書

(拠点用)

クリア状況
報告書

(拠点用)

クリア状況
報告書

(拠点用)

クリア状況
報告書

(製品用)

各OSSライセンス
条件を満たしてい
る(クリアしてい
る)ことを示す資
料として出荷判定
会議などに提出し
管理する。

OSSを利用して
いないならば、
OSS検出0%の
結果を添える。

バイナリのみ
の納品物なら
ば、納品元の
確認結果を文
書で添える。
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ちなみに、OSS検出ツールで違反を判定できるわけではありません

♦違反の候補になり得る、OSSソースコードに似たコードを検出

♦検出されたコードが違反か否かは人手で確認する必要があります
■検出されたコードは、著作権があると言えるコードか？

■誰がコーディングしても同じになるコードに創作性があると言えない
● コード変換テーブル
● エラーコード一覧の#defineのヘッダファイル
● インタフェース仕様でしかないヘッダファイル
● ハードウェアに依存したシーケンス
● 既に著作者も不明な、誰でも知っているロジックのコード、など

■全く同じでも一切参照せず独自にコーディングしたものではないか？

■GPLのOSSとBSDのOSSなど複数のOSSに一致した場合、
まず、どれを流用したと考えるのが妥当か？

■ 等々

ツール結果の解析方法を支援でなければ、宝の持ち腐れ
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「開発管理プロセス改善支援」サービスご利用のお客様の声

お客様様 声

オリンパス グループ様 　OSSライセンス・コンプライアンスの管理プロセス各
製品部門のOSS管理責任者が自律的に管理運用できるよ
うに、OSS ライセンスのコンプライアンスのプロセス
を全社標準に含めました。
　その際、NECのコンサルティングを利用して、OSS利
用ガイドラインを作成した上で、開発管理プロセスの改
善提案を受け、オリンパスグループ独自の事情に合わせ
て全社規程に取り込みました。
※詳細は、下記参照。
　　https://jpn.nec.com/oss/osslc/Olympus/caseOlympus.html

https://jpn.nec.com/oss/osslc/Olympus/caseOlympus.html


活動支援アドバイス・サービス

バックサポートをご要望のお客様に。
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推進活動レベル・コンサル：活動支援アドバイス・サービス
♦ 御社特定のOSSライセンス活動に対して、アドバイスを提供
♦ 対象：有償の講義受講済みコアメンバ
♦ アドバイスの定義例(「OSS利用申請書の判断に迷う場合へのアドバイス」など、いろいろな用途にカスタマイズ可能です)

※ITILにおけるインシデントの定義とは異なり、「1インシデント」相当を「1アドバイス」と称します。
例えば、御社xx委員会活動へのアドバイスを提供し、次のとおりアドバイスがカウントされます。
■ 新規の1個のOSSの利用申請書に対して1アドバイスとしてカウントします。
■ 同一申請書のOSSに対して複数回のやり取りでも、1アドバイスとカウントされます。
■ 複数のOSSから構成されるOSSの場合、OSS毎に最小単位に切り分けた数だけ

アドバイスがカウントされます。(カウントする前に事前に確認いたします)
■ アドバイスは未使用の場合でも、次年度への繰り越しはございません。
■ 本サービスは、お客様が「OSS利用申請書の判断に迷う場合へのアドバイス」を提供するもので、判
断が解決されることを保証するものではありません。
新規のお問い合わせをお受けした時点で1アドバイスとしてカウントされ、
判断が不可能であった場合でも1アドバイスとしてカウントされます。

♦ ご利用上の制限
1.契約期間満了前に契約アドバイスを使い切った場合には、その時点でサービス終了

となります。継続される場合は、新規に契約をして、ご利用ください。
2.お問い合わせは講義受講済みの登録者お一人から可能ですが、

登録者と同等のスキルレベルの方からの代理のお問い合わせは可能です。
3.お問い合わせは、基本的にe-mailでお願いします。可能な範囲で電話対応もいたし

ます。
150万円/年間5アドバイス　(準委任契約)
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管理プロセス改善後のステップアップ例
♦ OSSを使う場合に、「OSS利用申請書」を導入。バックエンドで活動支援。

アドバイス

　　未知のライセンス管理プロセス
運用部門

OSS利用申請書OSS利用申請書

OSS利用部門

NEC
活動支援

アドバイス・
サービス

？
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OSS利用
ガイドライン

OSS利用ガイドラインの拡充に利用例
♦「OSS利用ガイドライン」に、新規に検出したOSSの注意事項を追記したい

♦新規のOSSに対する質疑応答し、その注意事項をまとめ雛形として提供

アドバイス+雛形

　　相談
新規OSS

管理プロセス
運用部門

ツールで検出
or

新規利用申請

NEC
活動支援

アドバイス・
サービス

OSS利用
ガイドライン

Ⅰ. 一般的なガイドライン 
Ⅱ. 詳細解説
・OSS　xxについて

Ⅲ.参考情報

Ⅰ. 一般的なガイドライン 
Ⅱ. 詳細解説
・OSS　xxについて

・新規にOSS yyについて
Ⅲ.参考情報



5. 製品個別・対策支援アドバイス・サービス

今、現在の製品での対応にお困りの方に。
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製品OEM元が提示してきた対応策の確認が必要
♦ 提示された対応策が適切でなくても、著作権侵害の頒布を実施してしまうのは自社

♦ 「GPLは米国生まれ。米国企業の言うことを聞いていれば問題ない」は甘い見通し

製品受領者 「GPLのOSSを利用しているのに、ソースは？」

OEM元 「この一連のライセンス文を付けて置けば大丈夫」

御社 マニュアル最後に英文のGPLなどのライセンス文を添付
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特定製品コンサル：「製品個別・対策支援アドバイス・サービス」
♦ 御社の特定の製品に対して、目視またはOSS検出ツールを利用した結果、

認識されたOSSライセンス違反に対して、アドバイスを提供します。
♦ アドバイスに当たって、以下の作業をお願いいたします。

1. 製品の頒布方法、使われ方などの明示
2. OSSを含む製品としてのソース開示可能か否かの基本的な方針の決定
3. OSSを含むプログラムまたは製品でのOSSの使い方の図示とご説明
4.違反があるか否かの不明な状態でのアドバイスを求められる場合、
以下の6項目のを調査・まとめた一覧表の作成　など
1.OSS名、2.OSSバージョン、3.ライセンス名、4.ライセンスのバージョン、5.入手先、
(あれば)6.認識した条件

♦ 本サービスは、お客様が認識されたOSSライセンス違反へのアドバイスを提供するも
ので、OSSライセンス違反が解消されることを保証するものではありません。

♦ ご利用上の制限
1. 2週間以内の回答(目処)。内容によって変わりますので、余裕を持ってご利用ください。

2. 製品中OSSは最大20種類を限度とし、OSSライセンスは5種類程度を想定しています。
それ以上の製品は、×N倍となります。

3. お問い合わせは、基本的にe-mailでお願いします。可能な範囲で電話対応もいたします。

➢110万円/製品　(準委任契約)



© NEC Corporation 202442

製品個別・対策支援に必要な主な入力と出力のイメージ

入力

1.一覧

1.OSS名とバージョン

2.OSSライセンス名とバージョン

3.入手先など

2.製品の頒布(販売)形態

3.開発アプリでのOSSの使い方(図)

出力
● ライセンス違反になり

そうなところを指摘
● 条件を満たす対応策を

提案
● 当然、後の祭りもあり

得る

Linux組込製品を頒布・出荷するメーカーにおいて、ハードウェア設計時点で、
Linuxデバイスドライバーのソース開示できるデバイスチップを選択していない場合、
ソフト開発部隊に開発フェーズが回ってきた時には、
そのデバイスドライバーを利用する限り、GPL違反は避けられない。
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コンサルティング・サービスのWebサイト

♦ OSSライセンス　コンサルティング：

 https://jpn.nec.com/oss/osslc/ 

♦ Black Duck (OSS検出ツール):

                               https://jpn.nec.com/oss/blackduck-hub/  

Ｑ＆Ａ

https://jpn.nec.com/oss/osslc/
https://jpn.nec.com/oss/blackduck-hub/
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